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現在、中日関係は戦後の最も好ましくない状態に陥り、さまざまな困難に直面している。政治家
間の意見の食い違い、国民感情の対立、マスコミの報道姿勢、日増しに高揚している若者のナショ
ナリズムなどの面から見れば、20世紀20年代の中日関係、すなわち1910年代までの一時の友好が冷
め、衝突が表面化し、戦争へと奔走する可能性さえ現れる状態とかなり類似している。
中日間に横たわっている問題として、釣魚島問題、歴史認識の差異、靖国神社問題などと並ん
で、教科書問題は両国関係に大きな影響を与え、解決しがたい難題となっている。中日間の教科書
問題は戦後にはじめて起こった問題ではなく、1914年に中日間の最初の衝突が生じ、今年でちょう
ど百年の歴史を有することとなる。しかし、戦後の教科書衝突がだいぶ知られているのと比べて、
戦前の中日間教科書衝突は両国の学者でさえ、あまり知らない。
教科書の衝突は自国の教育の問題ではあるが、異国にかかわる以上、国同士の政治、外交問題に
まで発展してしまう。そして、近現代以来の中日関係が複雑に絡んでいるので、現在の教科書衝突
を論ずる場合、戦前にさかのぼって考えてみる必要があると思う。小論は中国と日本の資料に基づ
いて、戦前の中日間教科書衝突の概要を紹介した上で、そのパターン、あるいは類型化を探ってみ
ることとする。
１．近代中日間教科書衝突の概要
日清戦争の直後、中国の知識人の間では、一時征倭論が高揚していた。光緒皇帝が大軍を自ら率
いて日本を掃蕩すべきだなどの声があった。しかし、張之洞らに食い止められ、また康有為らの
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「敢えて強敵を師とする」という主張が清朝政府に採用されて、1897年ごろから1912年中華民国が
成立するまで、中国では全面的に日本を師として、近代化を推進する時代があった。
その後、中華民国の成立によって、近代国民国家建設と民族独立精神が高まり、日本の大陸政策
と中国における権益要求に対して不信感が増し、敵意が増加した。このような情勢の下で、戦前で
は1914年、1918年、20年代末—30年代初期、さらに1937年7月7日の夜の少なくとも四回の教科書摩
擦が起きている。以下、各おのの教科書摩擦の概要を述べる。
１．１．「排日文字に満てる支那教科書の絶滅を期せよ」
　　　　　　―1914年中日教科書衝突―
1912年、浙江省の文人邵伯棠が編集した『高等小学校論説文範』は上海会文堂という出版社より
出版された。この教科書には強烈な反日内容があるとして、1914年に日本側の批判を受け、中日間
に最初の教科書衝突を引き起こした。事件の経緯は次の通りである。
1914年9月13日の『大阪毎日新聞』と『東京日日新聞』は一面トップで「支那政府に厳談せよ―
排日文字に満てる支那教科書の絶滅を期せよ」という論説を掲載した。要点は以下の通りである。
支那当局の日支親和を公言し、親日主義を標榜するや久し。然れども之を事実に徴し来れば、排
日の事のみ多く殆ど親日の精神を発見する能はず。而して其の事単に当局の要路の官憲に止まら
ず。民間の人士また多く排日に傾けるの趣あるは吾輩の甚だ疑い且つ憂慮せざるを得ざる所なり
き。
吾輩は時に窃に以為らく、支那人は由来（中略）……術に富む、殊に近来国歩益々堪忍、益々策
略を用ふるの必要なるを感ぜるが如し。従って面従腹背、陽に之を唱へて陰に反するが如きは一時
の窮策として或は止むを得ざるの事ならん。彼等往々排日の挙に出づるも今や翻然悔悟するの日に
会したるべく、日支両国の親和協約して唇歯輔車の善を実現するは絶爽の平和と利益をより究極の
大計たるを確信するに至りたるならん。然るに事実は全く之に反し、支那政府は排日を以って確定
の方針とせるが如く。之を教育の上に国民をして永世この主義を奉ぜしめ、他日何の日か之を実現
せんことを皆期せるものの如し。支那官民はかつて排日の行動を敢えてし、その官憲の公宣の事実
と相一致せざるも彼等が悔悟の日の終に之なくして、吾輩の疑惑をしてまた終にたらしめ能はざる
（中略）……
何を以って之を証するか、曰く、支那全国小学校の用いて教科書となせる『高等小学校論説文
範』なるもの、内に激越なる排日の文字、痛烈なる日本侮辱の言辞を存する少なからず、支那の小
国民をしてその父兄と共に、日本を敵国として取扱ふの精神気迫を函養せしめんとする方針を寓せ
るは即ちこれなり。今其の二三の例を示さんか「日記」の題下に「日人の朝鮮を併呑する野心の
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勃々たるを怒りて之を創らんと思ふ。」とあり、（中略）……「一衣帯水の小醜」、または「区区
東隣の島国」なぞの悪文字、一部四冊数十題目に亘りて殆ど枚挙に遑あらず。殊に「民気説」の
中、「彼の区区の島国、猶時に神州を席巻せんとする野心を存せば、異日必ず彼土を糞除して吾族
の公園となすのみ。」との豪語あるに至りては狂乱的たるも甚だしといふべし。之について考えざ
るべからざるは、第一、支那が小学校をしてこの如き教科書を用ひしむる事は日本を侮辱せるの甚
だしきものにして国際の儀礼に反せる非行なる事、第二、支那の小国民をしてこの如き思想精神を
養成せしむるは日支交戦の原因、動機を培養し、遠東の禍乱を醸し、平和人道の罪悪を犯しつつあ
るものなる事、之なり。然るに我が政府が之に対して未だに何等の抗議をもなさず、民国元年に出
版せられ、三年後の今日、十四版を重ねたるに至りたるも尚之不問に附せるは何事ぞや。若し之あ
るを知らずとすれば、そは在支公使館及び各地領事等の不注意の罪に帰すべし。されと一旦之ある
の明白となりたる上は我が外交当局は直ちに支那政府に厳談して其る教科書の絶滅を期すべきのみ
ならず、支那の排日の方針を根本より悔悟せしめ、断然親日の誠意を披瀝しこらしめ（以下省略）
……1
この社説は日本政府の注目をひき、9月22日、外務大臣の加藤高明が日本の中国駐在公使日置益
に詳細を調査し、事実であるならば、中国側と交渉し、厳重に対応せよとの訓令を出した。2上記の
論説が掲載された二週間後の1914年9月26日に、日置益は中華民国教育総長湯化龍に照会文を出し
た。
新聞記者の赤裸々な高圧の姿勢に較べて、外交官の態度は当然ながらエチケット満点で円熟を極
めるが、肝心なところは一歩も譲らない。当教科書の出版状況を新聞記者よりさらに詳しく調査し
たようである。教育部検定済み教科書ではないことを認めながらも、広い影響力を持ち、全国的に
使われている教科書であるから、改善しなければならないと強く要求している。かくも過激な教科
書なのに、政府はなんらの処置もとらないとは何だという怒りの態度は、外交文書といえども感じ
とられ、「特に通知し、ご注意をいただいた上で、処置をとられよ」とはかなり重みのある言葉で
あろう。3
日置の照会文を受け取って、湯化龍は日本公使に返信を送った。日置益の抗議文に対して、湯化
竜は先ず当教科書は政府が検定した教科書ではないことを理由に政府に責任がないことを強調し、
さらに作者はすでに物故しており、咎めても仕方がないとの態度を示している。そして、民国は国
民に言論と出版の自由を与えていると正当性を説き、最後に日本にも外国に対して敬意を表してい
るとは言えない言論と著書があるではないかと反論した。日本の学者の『東亞の覇権』と『支那分
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割論』を挙げて、どちらも互いに自分のことを棚上げにして、人のことは言えるかと弱気な不満を
述べている。しかし、国に実力がない以上、事態が拡大しないように教科書を取り締まることを約
束して、事態の収拾に臨んでいる。
弱国の支配者として、袁世凱政府は日本からの圧力に直面して国体を維持しなければならないと
同時に、譲歩もしなければならなかった。事態を拡大しないように、照会を受け取ってから教育部
総長の湯化竜は早速袁世凱大統領に報告し、大統領は10月2日に命令を発布した。
現今個人が著述した小学校教科書には我が友邦を排斥する語がある。民国成立後は睦隣親善を政
策としているが、小学校教科書は国民教育の根本で、正しい軌道に乗せて、将来のために人材を育
成すべきであり、友邦排斥の学説で青年を鼓吹し、学校に不遜の風習をもたらし、政府の親善策を
妨害することは許せない。教育部は詳細に調査し、前項の文章を発見したら、直ちに修正させ、ま
た各省の巡按使も厳禁するように部下に通知し、些も疏漏なきように。4
その時、袁世凱は皇帝になることを夢見て、日本の支持を得るために日本に対して弱腰になり、
日本の強勢に迎合した。10月12日、教育部は本部の編審員に「過激な教科書を見れば直ちに修正さ
せるべし」と通知し、また視学官を派遣して随時禁止させた。結局、この教科書衝突は中国政府の
妥協で漸く収拾した。
１．２．「対日悪感情を煽動する教科書」
　　　　　　―五四運動直前の日中教科書事件―
1915年に二十一か条要求が出された時、中国人の憤慨が頂点に達したにもかかわらず、第一次世
界大戦後の利益分割にあたって、中国はまた帝国主義列強の犠牲となった。敗戦したドイツが所有
していた青島は日本の手に渡された。そのころの中国の教科書には中国が外国に侵略された歴史を
回顧し、民族独立思想を提唱する記述が多く現れた。
1918年、中華書局の『国民学校用新式国文教科書』（上海中華書局、教育部検定、1917年印刷）
の日本記述を巡って、1914年の教科書摩擦に続き、両国間に新たな教科書事件が生じた。
1918年の末に、福州駐在の日本領事はこの教科書が中国の排外教育にあたると認め、中国駐在林
公使に報告した。林公使は中国の外交部に教科書の改善を要求する照会文を送り、外交部は教育部
に教科書が外交問題を生じさせたことを通達した。外交部の通達を受けた教育部は中華書局に公文
を送った。
教育部が中華書局宛てに送った上記の公文書は先ず日本林公使の照会文の主な内容を引用して、
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5	「新式教科書と日本」『中華教育界』第八巻第一期、中華書局、1919年。
「中華書局の教科書に排日記載があり、対日悪感情を煽動し、日中国交の妨害となるので、発売を
中止するように」と日本側に言われていることを中華書局に伝えた。同時に、教育部は教科書の内
容が「言い過ぎ」だと軽く咎めていたが、その後、各節の内容は国民を激励するためのもので、教
育部の小中学の生徒に対して愛国精神を育成する方針に合致するものであると述べた。結局、その
教科書の内容を褒めているか、批判しているかも分からないような曖昧な態度を示した。さらに当
教科書は「含蓄」に欠けているので、人に口実を与えやすいと指摘している。そして、日本の教科
書にも同じような内容があると弱気の反論もしているが、日本公使に返事をしなければならないの
で、消極的姿勢で中華書局に教科書の修正を要求している。
公文書から中華民国教育部の困惑の様子がありありと窺える。日本政府に圧力をかけられている
が、中華書局に充分な理由説明もできない。第一、この『国民学校用新式国文教科書』は教育部の
検定を受けて出版し、発売したものである。しかし、日本側に柔軟な態度を表明し、譲歩しなけれ
ば、窮地を逃れられないばかりでなく、さらに両国間の重大な外交問題にまで発展する恐れがあ
る。従って、教育部は強制的な命令を出すことを避け、曖昧な口調の公文書を下した。　
中華書局は非難を受けた教科書に悪感情を煽動する内容はなく、世界各国の教科書の記述と同じ
ように、愛国教育を行っていると強調し、修辞上の吟味を今後注意深く行うことを約束して、教育
部の顔を立てたが、上海駐在領事が中華書局と交渉員が教科書の記述について意見交換をしている
時に強引に干渉し、中華書局の営業を妨害し、これによって全国の青年学生に国恥を忘却させよう
としたと不満を表し、激しく反論した。これだけでは物足りなく、中華書局はさらに雑誌『中華教
育界』に「新式教科書と日本」という中華書局編集部の文章を発表し、事件の経緯を公開した。5
中華民国政府教育部が中華書局に出した注意の公文と中華書局の返信から、中華民国政府の困惑
がうかがえる。外では日本に圧力をかけられ、外交問題まで発展しないように対処しなければなら
ないが、一方、全国的な反帝国主義、愛国精神が高まっている最中で、国民、特に知識人と学生に
刺激を与えないように努めなければならぬ。1914年中日間教科書事件が起こった時と同様に、自分
の正当性を主張しながら、日本も同じことをしたのではないかとおどおどして日本側に弁解し、理
解を求めた。と同時に教育部検定済みの教科書で、問題が起これば、教育部にも責任があるので、
教育部は慎重かつ婉曲に中華書局に注意を促した。
中華書局は政府の注意勧告をまともに聞かないばかりか、政府をまるで小ばかにするような態度
で応じた。政府の教育方針として、「児童の愛国心を育て、国恥を忘れない」ように教育すべきであ
ると長いこと指導してきたではないか、教科書に中国国民の日本に対する悪感情を挑発する記載がな
く、事実を述べただけで、どうして慎むべきかと意気揚揚と拒否した。中華民国政府は「弱国に外交
なし」だけでなく、「内政」すらない状態であるため、結局、衝突は曖昧なままに終わった。
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１．３．「公然として児童に排日教育を実施」
　　　　　　―1930年代初期の中日間教科書衝突―
1928年頃から、中国の教科書の日本記述は前の時代の教科書と較べて、大きく変貌した。即ちそ
れまでの日本への羨望と警戒が相交錯していた日本認識は、中国にとって最も危険な正真正銘の敵
は日本であるという認識に取って代わった。済南事件の後、国民政府は南京で第一次全国教育会議
を開き、四つの議題を可決した。その第一項は全国の小中学の教科書として、国恥教材を編集する
ことであった。生徒に常に国恥の事実を教授し、教室に国恥図表を掛け、生徒に中国の第一の敵国
はどの国なのか理解させることを要求した6。
中国の各教科書出版社は中華民国政府の指導の下で抗日教材を編集出版した。それ以前は日本の
一部の外交官と新聞記者が断続的に中国の教科書に注目し、問題にしようとしていたが、この頃か
ら、日本人は中国の排日教育により大きな関心を寄せ、凝視するようになった。中国の系統的で、
組織的な排日教材作成に拮抗する形で、系統的かつ組織的な調査が始まった。
1929年、東亜経済調査局は専ら中国の抗日教材を収集して、『支那排日教材集』を作った。「当
時の日本人の統計によると、抗日をテーマにした課文は500篇を上回った」7。そして、「今日、こ
のような教科書で教育を受けている児童は十ぐらいの子供であるが、十年後の彼等はどれほど激烈
に抗日をするだろうか」と憂慮の意を表明した8。同年、東京の祖国社より『中華民国教科書に現れ
る排外記事』が出版され、また東京赫洛書店からは『中国の排外教育』が出版された。
中国の教科書の日本記述について、東亞経済調査局、日本人の中国居留民、教育者、学者が調査
を進めていたのと同時に、軍部と外務省、日本国連協会も加わった。こうした一連の調査は日本が
日中関係の悪化の原因を中国の排日教育に求め、中国教科書の排日内容をいかに問題視していたか
を物語っている。
上記の組織的な調査の結果に基づく対策として、1931年満州事変が起こってから、日本はまだ東
北地方の統治が固らない中で、軍事力によって、直ちに占領した各地中小学校教科書の中の所謂排
日的内容を削除し始めた。
満州事変の後、日本は新聞記者を派遣して上海で時局座談会を開き、排日教育を取り締まるよう
に要請した。事変の半月後に、日本政府は中国駐在公使重光葵に中国政府に厳重に抗議するように
訓令した。中国側に、「日本政府は従来日中親善の促進に努力しているが、しかし、中国側は公然
として児童に排日教育を実施する」9と中国の排日教育政策を批判した。その後、日本は度重ねて中
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国に教科書の修正を要求した。日本政府の強硬な態度に対して、中国のマスコミは、「仮に教科書
を修正しても、全ての中国人が教育を受けなくても、中日関係は真の改善が出来ない。」と強く反
発した。10
満州事件は世界各国の視線を集めた。1932年1月21日、中国政府の要求に応じて、日中衝突の真
相を調査するために、国連は調査委員会を設置した。これより前の1931年12月9日、国際連盟駐在
の日本代表は国連が中国の排外運動の事情を調査すべきだと提案した。11
国際連盟に中国側の排日教育の証拠を提供するために、1932年1月22日、日本国際連盟協会主事
赤松祐之が日本外務省アジア局谷正之局長に協力を依頼した。
上海駐在総領事館は報告書を出した以外にまた外務省に教科書目録一覧表を送付した。1932年4
月10日、日本外務省アジア局谷局長は日本国際連盟協会主事の赤松祐之に返信し、在中国各地の領
事館が調査した結果を通報した。
上記の資料から、日本側は最初に中国の排外、排日教育問題を日中間の重大問題として、国際連
盟に持ち込もうとして、周到な準備をしていたことがわかる。日本側の組織的な調査と批判に対し
て、国際連盟調査委員会の中国代表顧維鈞（中国のベテランの外交家、国際連盟調査団が結成され
た当時、中国パリ駐在大使の身分で、国際連盟の会議で交渉に参加した……筆者注）は直ちに中国
教育部に日本人の排外的、中国非難の教科書を調査し、至急送るように依頼した。顧維鈞は日本駐
在公使館の調査をまとめて、1932年6月25日、国際連盟に「照会第十六号、日本側の所謂中国教科
書中排外教育についての照会」を提出し、15カ条にわたり日本側の指摘に反論した。
顧維鈞照会文は先ず日本側の調査の不正確さ、でっち上げが多いことを指摘し、明治時代の20年
の間、日本も外国に対して過激な排外的態度を取っていた、現在使用中の日本教科書に明らかに排
外的で、外国に対して友好的ではない内容が入っていると反論した。中国教科書編纂者の感情の
昂揚を認めながら、これは「他国及び友邦国と称するものの中国侵略」によるものと因果関係を述
べた。最後に中国は教科書の修正を約束するが、同時に、日本の新聞が中国を非難する論調の是正
と、日本も教科書の修正をすべきだと強く要求した。教科書問題も含めて、1933年、国連では中国
と日本が激しく論戦し、日本は国際社会と対立して、ついに国連を脱退した。
　
１．４．『日支は遂に敵か』
　　　　　　―中日大戦開始当夜の記者大論戦―
1937年、日本の新聞記者の「北支の風雲急！」という言葉に象徴されるように、中日関係は危機
一髪の際どい状態であった。7月7日、北京郊外の廬溝橋で両国の軍隊が衝突し、大戦の幕開けと
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なった。事件が起こった当日の夜、日華文化協会の主催により、東京虎ノ門の曙荘に於いて「日支
新聞記者座談会」が開かれた。従来の中日間の教科書摩擦は新聞、外交ルートなどを通じて間接的
に行われたのに対して、今回の摩擦は中日両方の関係者が顔と顔を合わせてにらみ合い、真正面か
ら衝突した。残された座談会の記録は戦場と平行して展開した日中文化摩擦の最前線の様子をあり
ありと再現してくれる。
この座談会の出席者の肩書きと出身から見ると、いずれも日中両国の一流の者で、現役で活躍し
ている者ばかりの豪華な顔ぶれであった。日本側の出席者はまさに日本の政治的中枢である首相官
邸、陸軍省などに出入りする記者であり、中には中国の革命を支持した孫文の友人宮崎滔天の孫
で、中国事情に詳しい宮崎世竜も加わった。中国側の出席者も殆ど日本と中国の名門校を卒業した
エリートで、外交官、新聞社の重要人物である。中日両方の参加者は両国関係について熟知し、深
く関わっている。主催者の日華協会は外務省下の組織で、大正七年に成立し、日中間の教育文化交
流事業、日本訪問の中国文化人、留学生の世話をする団体である。この座談会は主催者の挨拶の言
葉、中国側出席者の紹介のあと、双方からの質問と応答の形で進行した。論題は「共産軍は何処へ
行く」、「西安事変の社会的歴史的意義」、「支那に於ける民族的目覚め」、「日支親善の礎」、
「日本民衆の輿論」、「北支の問題」、「軍人が戦争のことを考えるのは当然」などなど、座談会
の話題は日中間の諸問題について展開し、日中衝突の原因と関連して、中国の若者の日本観に集中
してくる。司会の水上（日華協会）が劉尊棋（元北京晨報記者）に出した質問からは、日本側が中
国青年の日本に対する認識を非常に重大な問題と考えていたことが分かる。劉尊棋は北京で長く生
活し、燕京大学を卒業したばかりで、北京の学生と知識人の思想と活動を詳しく知っている。その
ため、日本側は彼の紹介を通じて、中国青年と知識人の動向、特に彼らの日本に対する印象や、見
方を詳しく知りたかった。
劉はまず日本国民の大多数が平和を愛し、戦争が嫌いだと建前を並べ、それから日本の知識人は
政治に対して、消極的な態度を取っていると指摘した。本音は日本の知識人はなぜ軍人に妥協し、
対外拡張政策に協力的であるか、なぜ反戦の態度を取らないのかと日本の知識人の立場を正し、追
究していたようである。知識人と輿論は消極的なので、国民に対して好ましい影響を与えない、将
来、悪い結果を招く可能性があると懸念を表した。最後に、在席している新聞記者にあなたたちは
日本の輿論を指導しているので、責任が重大であると忠告していた。
劉の主張と質問に対して、日本の新聞記者は互いに発言や回答を譲ったりして、まともに応じな
かったが、窮地を逃れるために中国の新聞、抗日宣伝を問題にした。
山上正義（同盟通信社発信部長、元東亞課次長）の中国の新聞は好戦的で、国民の心理を好戦的
に指導することになる、日中国交上好ましくないとの非難に対して、陳博生（中央通信社代表、前
北平晨報社長）は懐疑と反対の態度を示し、邵毓麟（横浜総領事、元南京政府情報部）は直ちに反
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論した。顧維鈞照会文と同じように、中国教科書は日中間の歴史事実を書いただけで、九一八事変
（満州事変）、上海事件など、いずれも実際に起こった事件であり、日本も同じように教科書で日
露戦争、日清戦争を書いているではないか、対外拡張の内容を教科書に記しているではないかと反
論した。そこには編集者の立場というものがあり、相手の立場で見ると、問題にはならないと述べ
た。そして問題の解決は今まで押し付けられた歴史的事実、即ち、中国に求めた利益を返還しない
と解決できない、責任は日本にあると強調した。最後に皆様―日本の新聞記者にも相当重大な責任
が課せられていると指摘した。ここで邵はとても大事な視角を提示したと思う。それは即ち、相互
理解、相手の立場を考えて、始めて日中親善が実現できるという態度である。
蒋君輝（留学生監督処総務課長）は先ず中国の教科書には排日、抗日の内容がない、政府も抗日
教育を行っていないと否定し、それから逆に日本の教科書に中国侮辱の内容が入っていると言っ
て、その証拠に『我等の国防』という例を挙げた。さらに自分自身の経験に則して、20年前、青山
師範見学時の一幕を語り、日本の学校で反中国教育を徹底的に実施している様子を披露した。その
後、現在の日本の絵本にも酷く中国侮辱の内容があると指摘した。最後に真の友好のために互いに
尊重し合うことが大事で、日本の新聞記者にぜひ注意するように忠告した。12
上記の記録から見ると、中日間の出席者は教科書の相手国の記述について、激しく対立してい
た。
　
２．近代中日間教科書衝突のパターン
以上、戦前の四回の中日間教科書衝突の経緯をごく簡単に紹介したが、各回の衝突を比較して、
下記の共通点、パターンがあるのではないかと思う。
①戦後とはまったく違って、近代の教科書衝突は日本側が中国の教科書の日本記述を調査し、そ
の中のマイナスの記述を指摘して、中国政府が反日政策を実施し、青少年、国民の反日感情を育て
ていると批判した。すなわち、中国人の反日感情が日増しに高揚している―それは中国政府の反
日教育によるもので、反日教育の最も有効な道具とシステムは反日教科書であり、いわゆる「政府
煽動」説を主張し続けた。
②中国側は、中国政府は反日教育なんかまったくしていない、国民の反日感情は日本の中国敵
視、侵略政策とその実施によるものであり、教科書で忠実に近代以来の外国に侵略された歴史を子
供に教えるのは当たり前だと主張した。まるで、先に卵があったか、それとも鳥があったかという
古典的な問題のようだが、歴史の事実を見ると、正解は得られるであろう。
③1914年の21か条問題、1918-1919年の山東問題、30年代初期の「満州事変」、上海事件、1937
年7月の中日戦争（盧溝橋事変）と、教科書衝突が発生した前後には、必ず中日間に重大事件が起
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き、時には日本軍の軍事行動が伴っていた事実から見ると、日本政府と軍部が教科書問題を中国侵
略の口実にし、国内外の輿論を左右して、責任を中国側に押し付けようとうするねらいがあったの
ではないかと思われる。
おわりに
昔から今日に至るまで、教科書問題は中日両国の政治関係、外交関係に影響を与えるばかりでな
く、国民間の相互理解と相互信頼、親近感を妨げる重要な問題であり、冷静に対処しなければなら
ない。歴史認識と歴史教育は客観的な事実に基づいて行うべきである。戦前の歴史を回顧してみる
と、中日間の相互認識、相互理解のずれ、両国国民の感情的な対立がときには両国関係を後退さ
せ、戦争のどん底へと引きずり込む要素となっていた。これはすでに歴史の事実で証明されてい
る。歴史の惨劇を繰り返さず、今日の国際社会において、アジアの隣国として共生していくために
は、両国のマスメディアと知識人、学者はこれからの中日関係の成り行きに大きな責任を持ってい
る。無責任な発言や感情的な態度は慎むべきで、自分の研究分野、担当ではなくても、両国の若者
に相互理解の重要性を教え、前向きの姿勢で中日関係に対処するように指導する義務があると思
う。
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